運送基本契約書

〇〇〇〇株式会社(以下「甲」という。)とオーライン株式会社(以下「乙」という。)とは、甲の発注する〇〇〇〇から〇〇〇〇における貨物の輸送業務(積込、輸送に付帯・関連にする作業を含む。以下「本業務」という。)に関して、以下のとおり基本契約(以下「本契約」という。)を締結する。

(総則)
第1条 乙は、本契約の履行に当たって、信義、誠実を旨とし、甲のため安全、正確かつ迅速に本業務を行い、常に善良な管理者の注意を持って最善を尽くすものとする。
(目的)
第2条 本契約は、甲と乙が締結する貨物の輸送契約に関し、必要な基本事項を定めることを目的とし、次条に定める個別契約に共通して適用されるものとする。但し、個別契約において別段の定めをすることを妨げない。
(個別契約)
第3条 (１)貨物の数量・仕様、料金・納入時期、作業内容、その他本契約に定めのない事項については、別途、甲乙間で締結する文書による個別契約(注文書、輸送契約書・覚書等名称の如何を問わず、書面または電磁的方法によって成立した甲乙間の合意を含む。)によって定める。
(２)前項の場合において、本契約の定めと、個別契約の定めるところが異なるときは、その部分に限り本契約の規定は適用が除外され、または修正されたものとみなす。
(法令・諸規則の遵守義務)
第4条 乙は、本義務の遂行にあたり、甲および関係者と密接な連絡を保ち、各種法令および監督官庁からの指示命令等を遵守するとともに、作業場内等を管理する工場・部署等の諸規則を遵守するものとする。
(災害防止措置義務)
第5条 (１)乙は、労働基準法、労働安全衛生法、その他の法令、監督官庁の甲または乙に対する指示、命令等ならびに甲が指示する作業の安全衛生、火災等の予防に関する事項を遵守し、災害の防止に努めなくてはならない。
(２)乙は、甲が災害防止上必要な措置を要求したときは、これに従うものとする。
(３)甲は、乙が正当な理由なくして前項に定める措置を怠ったときは、乙の費用負担において自ら代わってこれを行うことができる。
(災害発生時の措置)
第6条 乙は、前条(１)(２)の定めにもかかわらず災害を惹起したときは、直ちに臨機の処置を講ずるとともに甲に報告しなければならない。

(労災付保および補償手続)
第7条 (１)乙は、本業務を労働者災害補償保険法に付さなければならない。
(２)乙は、乙の従業員が本業務の遂行にあたり、負傷し、疾病にかかり、または死亡したときは労働者災害補償保険法による補償の手続きを行わなければならない。
(３)前項の補償手続きは、その原因が甲の従業員による業務上の行為の場合においても同様とする。
(立会)
第8条 乙は、甲が本業務の安全や取扱品の品質確保および確認等のために、立会または検査の要求をしたときは、異議なくこれに応じるものとする。
(利用運送)
第9条 乙は、乙の責任において、他の運送事業者の行う運送を利用して本業務を行うことができる。その場合、乙は、当該運送事業者(以下利用運送先という。) を事 前に甲に通知するものとする。
なお、この場合において、乙は本契約において乙が負う義務と同等の義務を利用運送先に課するものとし、利用運送先の責に帰すべき事由によって甲又は第三者に損害を与えた場合には、乙は連帯して責任を負うものとする。
(実績報告)
第１０条　乙は甲に対し、甲の指定する様式に従い、甲の指定する期限内に、正確に実績を報告するものとする。
(料金の請求および支払)
第１１条　(１)乙は、甲に料金の請求をするときは、甲の定める様式により、当月末に締切り、甲に請求するものとする。
　　　　　(２)甲は、前項の請求に基づき、別に定める場合を除き、甲の支払基準の定めるところにより、乙へ料金を支払うものとする。
(事故処理)
第１２条　乙は、本業務の遂行にあたり、貨物の滅失・毀損、延着等事故が発生し、また、発生することが予想されるときは、直ちに甲に詳細を報告すると共に、その処置について甲の指示を受けるものとする。
(第三者に対する不法行為等による責任)
第１３条　乙は、本業務の遂行にあたり、乙および乙の従業員または利用運送先およびその従業員の行為、または、乙もしくは利用運送先の保有する作業手段の瑕疵により、第三者の生命、身体に危害を及ぼし、もしくは財産上の損害を与え、または第三者との間に紛争を生じた場合、乙の責任と負担において、その処理・解決に当たり、甲に累を及ぼしてはならない。

(損害賠償)
第１４条　(１)乙は、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償する責を負うものとする。
　　　　　(２)乙は天災地変、戦争、テロ、その他甲乙いずれの責にも帰さない不可抗力(争議行為を除く。)により生じた損害については、その責を負わない。
(相殺)
第１５条　甲は、乙に対し債権を有するときは、この債権と甲が乙に対して負担する債務を、支払期日にかかわらず、その対当額について相殺することができるものとする。
(権利義務の譲渡禁止)
第１６条　乙は、本契約から生ずる権利義務の全部または一部を第三者に譲渡し、または担保に供してはならない。但し、あらかじめ甲の書面による承認を得たときはこの限りではない。
(秘密の保持義務)
第１７条　(１)乙は、本契約の締結および履行に関して知り得た甲の輸送技術等の技術内容、設備そのほか事実上の秘密ならびに甲の荷主の生産、販売、技術、設備その他事実上の秘密を第三者に開示または漏洩してはならない。
(２)乙は、本契約の締結および履行に関して甲から乙に提供された図面、仕様書、資料、ノウハウ等を、本契約の目的外に利用し、または第三者に利用させてはならない。
但し、あらかじめ甲の書面による承認を得たときはこの限りではない。
(３)乙は、前項または前々項に違反し甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
(経営上の重大事項告知義務)
第１８条　乙は、本契約期間中に、乙の事業経営に関し、次の各号に定める事項が生ずるときは、あらかじめ書面により甲に通知しなければならない。
①合併または営業譲渡
②増資または減資
③事業の目的の変更
④商号または通称の変更
⑤代表者の変更
⑥重要財産の得喪変更
⑦その他経営に重大な影響を及ぼすべき事項
(乙の債務不履行)
第１９条　乙は、本業務の遅滞、不良または不履行等契約に違反する行為により、甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。

(乙の債務履行のおそれのあるときの措置)
第２０条　(１)甲は、乙の本業務の遅滞、不良または不履行等契約に違反する行為により、甲の業務に支障が生じ、または生じる恐れがあると判断した場合は、乙の費用負担で自ら本業務を実施し、または第三者が実施させることができる。
　　　　　(２)前項の規定は、甲が前条に基づき乙に損害賠償を請求することを妨げない。
(契約の解除)
第２１条　(１)甲は、本契約の有効期間中に本契約を解除しようとする場合は、３か月前までに通告するものとする。
　　　　　(２)但し、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、甲は通知・催告することなく、直ちに甲・乙間の契約の全部または一部を解除することができ、かつ、損害賠償請求を妨げない。
この場合、乙は、解除を理由とする損害賠償の請求をしないものとする。
1 本契約に違反したとき
2 本業務を甲の指定する期日までに履行する見込みがないとき
3 破産、民事再生、会社更生、特別清算の手続き開始の申し立てがあったとき、または会社の解散を決議したとき
4 支払停止があったとき、または手形交換所から不渡報告または取引停止処分を受けたとき
5 差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立てを受け、または公租公課の滞納により督促を受けたとき
6 監督官庁から営業の許可取消または停止等の処分を受けたとき
7 社会的信用を失い、または失うおそれがあると認められるとき
(反社会的勢力の排除)
第２２条　(１)甲および乙は、相手方に対し、自己または自己の代理人もしくは媒介をする者が、現在、暴力団、暴力団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜団体または政治活動標榜団体等、その他これらに準ずる者(以下これらを「反社会的勢力」という。)に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
1 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有すること
2 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有するこ　と
3 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係を有すること
4 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
⑤ 役員はまた経営に実質的に関与している者が反社会的勢力との社会的に非難されるべき関係を有すること
　　　　　(２)甲または乙は、相手方が、甲乙間の合意に基づき、作業の一部を第三者に委託する場合で、当該第三者(委託が数次にわたって行われるときは二次以下のすべての委託先を含む。以下、同じ。)が反社会的勢力あるいは前項各号の一にでも該当することが判明した場合には、相手方に対して、当該第三者への委託をとりやめるなどの必要な措置をとるよう求めることができる。
　　　　　(３)甲または乙は、相手方または相手方の代理人もしくは媒介する者が、反社会的勢力もしくは第１項各号のいずれかに該当し、または、第１項の規定に基づく表明・確約に関して嘘偽の申告をしたことが判明した場合は、相手方に対して何らの催告をすることなく、直ちに対象契約の全部または一部を解除できるものとする。
　　　　　(４)甲または乙は、相手方に対して本条第２項の措置を求めたにもかかわらず、相手方が従わなかった場合には、対象契約の全部または一部を解除できるものとする。
　　　　　(５)甲および乙は、前項にもとづき対象契約を解除したことにより、相手方に生じた損害については、一切の責任を負わないものとする。
(管轄裁判所)
第２３条　本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする
(協議事項)
第２４条　その他本契約に定めのない事項、または本契約に関する解釈上の疑義については、甲乙協議のうえ決定する。
(契約期間)
第２５条　本契約の有効期間は２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までとする。
ただし、期間満了日の３カ月前までに、甲、乙いずれからも意思表示がない場合は、引き続き本契約の有効期間が１年間延長されるものとし、以後同様とする。


本契約の成立を証するため、本契約書１通作成し、甲、乙記名捺印のうえ甲が原本、乙が写しを保有する。




〇〇年〇月〇日　　　　
（甲）



　　　　　　　　　　　　　　
　(乙)大分県大分市大字三佐字大新田1354-8
　　　オーライン株式会社
　　　代表取締役　大山　信晃
